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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第２四半期累計期間
第11期

第２四半期累計期間
第10期

会計期間
自　2020年10月１日
至　2021年３月31日

自　2021年10月１日
至　2022年３月31日

自　2020年10月１日
至　2021年９月30日

売上高 （千円） 374,790 332,527 670,057

経常損失（△） （千円） △135,545 △176,474 △313,290

四半期（当期）純損失（△） （千円） △147,141 △175,737 △376,038

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） - - -

資本金 （千円） 281,000 281,000 281,000

発行済株式総数 （株） 19,500,000 19,500,000 19,500,000

純資産額 （千円） 1,921,560 1,529,924 1,692,662

総資産額 （千円） 2,075,524 1,882,457 1,942,740

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △7.89 △9.42 △20.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - -

１株当たり配当額 （円） - - -

自己資本比率 （％） 92.6 81.3 87.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 16,607 △177,040 △149,244

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △12,683 1,666 41,941

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） - 100,000 120,000

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,821,500 1,754,899 1,830,273

 

回次
第10期

第２四半期会計期間
第11期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △5.85 △5.40

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

３．１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

４．第10期第２四半期累計期間及び第11期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

５．第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失金額であるため、記載しておりません。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等になっております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸

表　注記事項　（会計方針の変更）」をご参照ください。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、2021年12月17日提出の前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありま

せん。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響は引き続き大きく受けてお

り、2022年１月下旬に34都道府県を対象とするまん延防止等重点措置が発出され、経済活動抑制が行われたもの

の、2022年３月下旬解除以降は、新型コロナワクチンの普及、感染防止策の徹底などにより、一定程度の経済活動

は維持できる状況となりつつあります。

　この様な経営環境の下、当社は、引き続き新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から感染防止措置を講じな

がら「machicon JAPAN」掲載イベントの強化・拡大をしてまいりました。また、コロナ禍におけるオンラインでの

出会いを提供するマッチングアプリ「CoupLink」の運営についても引き続き積極的に展開しております。

　この結果、当第２四半期累計期間における業績は、売上高は332,527千円（前年同四半期比11.3％減）となりま

した。損益面では、売上原価、販売費及び一般管理費合計が512,750千円（前年同四半期比0.3％減）となりまし

た。その結果、営業損失は180,223千円（前年同四半期は営業損失 139,665千円）となりました。また、経常損失

は176,474千円（前年同四半期は経常損失 135,545千円）、四半期純損失は175,737千円（前年同四半期は四半期純

損失 147,141千円）となりました。

　なお、当社はインターネットサイト運営事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりま

せん。サービスごとの取組みは以下のとおりであります。

 

（イベントECサイト運営サービス）

　2022年３月末でリンクバルID会員数は223万人を突破し、当第２四半期累計期間におけるイベントECサイト運営

サービスの売上高は238,325千円（前年同四半期比13.0％減）となりました。

 

（WEBサイト運営サービス）

　「CoupLink」および「KOIGAKU」につきましては、引き続き効率的に事業運営を行い、当第２四半期累計期間に

おけるWEBサイト運営サービスの売上高は94,201千円（前年同四半期比6.6％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期会計期間末における総資産は1,882,457千円となり、前事業年度末に比べ60,282千円減少いたしま

した。これは主に、流動資産その他の増加が9,219千円あったものの、現金及び預金の減少が75,374千円あったこ

とによるものであります。

 

（負債）

　当第２四半期会計期間末における負債は352,532千円となり、前事業年度末に比べ102,454千円増加いたしまし

た。これは主に、流動負債その他の減少が27,164千円あったものの、短期借入金の増加が100,000千円、未払金の

増加が23,796千円あったことによるものであります。

 

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産は1,529,924千円となり、前事業年度末に比べ162,737千円減少いたしま

した。これは、自己株式の減少が24,361千円あったものの、四半期純損失等の計上による利益剰余金の減少が

187,098千円あったことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの分析

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末から75,374

千円減少し、1,754,899千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において、営業活動により使用した資金は177,040千円（前年同四半期は16,607千円の収

入）となりました。これは主に、未払金の増加額が23,796千円となったものの、税引前四半期純損失が176,692千

円となったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において、投資活動から得られた資金は1,666千円（前年同四半期は12,683千円の支出）

となりました。これは、関係会社貸付金の回収による収入によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において、財務活動から得られた資金は100,000千円（前年同四半期は増減無し）となり

ました。これは、短期借入れによる収入によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年５月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,500,000 19,500,000

東京証券取引所

マザーズ（四半期会計期間末現在）

グロース市場（提出日現在）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

ります。

単元株式数は100株

であります。

計 19,500,000 19,500,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年３月31日 - 19,500,000 - 281,000 - 276,000
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（５）【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社Ｋａｚｙ 東京都中央区湊三丁目８番１号 7,200,000 38.50

吉弘　和正 東京都中央区 4,372,520 23.38

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 631,200 3.38

根本　純 東京都足立区 334,900 1.79

五味　大輔 長野県松本市 330,000 1.76

張　渓媛 福井県福井市 319,200 1.71

松岡　大輔 千葉県市川市 246,194 1.32

松原　信重 大阪府泉北郡忠岡町 221,000 1.18

佐々木　慎 岩手県北上市 220,000 1.18

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号 122,300 0.65

計 － 13,997,314 74.85

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式が800,260株あります。

２．当第２四半期末現在における日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株

式数は、631,200株です。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  - - -

議決権制限株式（自己株式等）  - - -

議決権制限株式（その他）  - - -

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 800,200 - -

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,696,700 186,967

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元株式数は100株であ

ります。

単元未満株式 普通株式 3,100 - -

発行済株式総数  19,500,000 - -

総株主の議決権  - 186,967 -

（注）単元未満株式の欄の普通株式には当社所有の自己株式が60株含まれております。
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②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社リンクバル
東京都中央区

明石町７番14号
800,200 － 800,200 4.10

計 － 800,200 － 800,200 4.10

（注）上記の他に、自己名義の単元未満株式60株を所有しております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年 内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2022年１月１日から2022年３

月31日まで）及び第２四半期累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年 内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社リンクバル(E31448)

四半期報告書

 9/18



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,830,273 1,754,899

売掛金 8,333 11,760

未収入金 23,196 26,338

未収還付法人税等 1,143 -

その他 13,921 23,141

流動資産合計 1,876,868 1,816,140

固定資産   

有形固定資産 12,939 11,824

無形固定資産 13,887 10,801

投資その他の資産   

破産更生債権等 1,003 1,003

その他 39,045 43,690

貸倒引当金 △1,003 △1,003

投資その他の資産合計 39,045 43,690

固定資産合計 65,872 66,317

資産合計 1,942,740 1,882,457

負債の部   

流動負債   

買掛金 424 477

短期借入金 - 100,000

１年内返済予定の長期借入金 831 2,493

未払金 27,731 51,527

未払法人税等 - 1,727

未払消費税等 4,115 3,172

前受金 5,348 7,152

預り金 11,014 11,958

賞与引当金 17,521 16,353

その他 43,510 16,346

流動負債合計 110,497 211,207

固定負債   

長期借入金 119,169 117,507

資産除去債務 4,511 4,517

長期預り保証金 15,900 19,300

固定負債合計 139,580 141,324

負債合計 250,077 352,532

純資産の部   

株主資本   

資本金 281,000 281,000

資本剰余金 276,000 276,000

利益剰余金 1,529,517 1,342,419

自己株式 △393,916 △369,555

株主資本合計 1,692,601 1,529,863

新株予約権 61 61

純資産合計 1,692,662 1,529,924

負債純資産合計 1,942,740 1,882,457
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 374,790 332,527

売上原価 23,821 15,410

売上総利益 350,968 317,116

販売費及び一般管理費 ※ 490,634 ※ 497,340

営業損失（△） △139,665 △180,223

営業外収益   

受取利息 81 48

助成金収入 1,742 2,500

受取補填金 - 1,363

法人税等還付加算金 2,288 13

その他 7 10

営業外収益合計 4,119 3,936

営業外費用   

支払利息 - 42

その他 - 144

営業外費用合計 - 186

経常損失（△） △135,545 △176,474

特別損失   

固定資産除却損 - 218

賃貸借契約解約損 9,432 -

その他 603 -

特別損失合計 10,036 218

税引前四半期純損失（△） △145,582 △176,692

法人税、住民税及び事業税 347 271

法人税等還付税額 - △929

法人税等調整額 1,211 △296

法人税等合計 1,558 △955

四半期純損失（△） △147,141 △175,737
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △145,582 △176,692

減価償却費 7,538 3,981

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,610 △1,168

受取利息及び受取配当金 △81 △48

支払利息 - 42

助成金収入 △1,742 △2,500

売上債権の増減額（△は増加） 2,572 △3,427

未収入金の増減額（△は増加） 25,994 △3,185

仕入債務の増減額（△は減少） △756 52

未払金の増減額（△は減少） △29,345 23,796

未払又は未収消費税等の増減額 11,591 △943

前受金の増減額（△は減少） △412 1,804

預り金の増減額（△は減少） △7,892 943

その他 △12,299 △24,752

小計 △152,026 △182,095

利息及び配当金の受取額 81 48

利息の支払額 - △42

助成金の受取額 1,742 2,500

法人税等の還付額 166,810 2,549

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,607 △177,040

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,238 -

敷金の差入による支出 △13,111 -

関係会社貸付金の回収による収入 1,666 1,666

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,683 1,666

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 - 100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー - 100,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,923 △75,374

現金及び現金同等物の期首残高 1,817,576 1,830,273

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,821,500 ※ 1,754,899
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当第２

四半期累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

　これによる、四半期財務諸表への影響はありません。

 

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、当社におきましても今後の業績に影響が及ぶことが見込まれま

す。また、新型コロナウイルス感染症の収束時期の見通しは不透明な状況にあり、影響の程度を予測することは困

難であります。

　当社では、繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減損会計等の会計上の見積りにおいて、新型コロナウイルス

感染症の影響は、翌期以降徐々に収束し回復するものと仮定し算定しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　2020年10月１日
　　至　2021年３月31日）

　当第２四半期累計期間
（自　2021年10月１日
　　至　2022年３月31日）

給与手当 181,799千円 184,749千円

賞与引当金繰入額 16,237 〃 16,047 〃

減価償却費 7,538 〃 3,981 〃

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年３月31日）

現金及び預金 1,821,500千円 1,754,899千円

現金及び現金同等物 1,821,500千円 1,754,899千円

 

EDINET提出書類

株式会社リンクバル(E31448)

四半期報告書

13/18



（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、インターネットサイト運営事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しており

ます。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

当第２四半期累計期間

（自　2021年10月１日

　至　2022年３月31日）

サービス別  

　イベントECサイト運営サービス 238,325

　WEBサイト運営サービス 94,201

顧客との契約から生じる収益 332,527

その他の収益 -

合計 332,527
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △7円89銭 △9円42銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △147,141 △175,737

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △147,141 △175,737

普通株式の期中平均株式数（株） 18,646,896 18,661,414

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

- -

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

金額であるため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年５月２日

株式会社リンクバル

取締役会　御中

 

東陽監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 玉川　　聡

 

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 水戸　信之

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リンク

バルの2021年10月１日から2022年９月30日までの第11期事業年度の第２四半期会計期間(2022年１月１日から2022年３月

31日まで)及び第２四半期累計期間(2021年10月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リンクバルの2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め
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られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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